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No.４-2015 2015 年７月 31 日発行 

第４回 AFICS-Japan 総会開催 

 第４回総会は、3 月 25 日午後 5 時半より国際文化会館で開催さ

れ、第１部 総会、第２部 現場からの報告：高橋宗瑠氏（元

OHCHR パレスチナ被占領地区副代表)、 第３部 懇親会の３部構

成で行われた。 

 総会議案の審議終了後、明石康特別顧問が挨拶に立ち、2015 年

は国連創立 70 周年、2016 年は日本の国連加盟 60 周年に当たる

節目の年であることを踏まえ、日本は国連における安保理改革や国連の

重視する開発・環境・核軍縮・不拡散などの優先事項に積極的にかか

わっていくべきであると述べて、総会を締めくくった。 

 全体の進行と総会議長は山本和副会長がつとめ、会員 21 名と委任

状提出者 28 名の参加で定足数を満たし、執行委員会が提出した３

議案が審議され、すべて原案通り承認された。 

 第 1 号議案では、伊勢桃代会長が 2014 年の活動報告を行った。

2014 年の主な活動は以下のとおり： 

● 第３回総会・懇親会の開催 

● 執行委員会の開催：企画、渉外、調整、記録など AFICS-J の   

 

（仮ロゴ） 

AFICS-JAPAN は、 

 国連システムの活動に協力します 

 会員のために必要な情報収集を行い、最

新情報を提供します 

 会員相互の意見交換や情報交換のための

交流会合を開催します 

 国際機関で働く人材育成を支援します 

 

mokuji 内容 

テキストを自動的に流れ込ませる ........................................................................................ エラー! ブックマークが定義されていません。 

他に何か付け加えることはありますか? .................................................................................. エラー! ブックマークが定義されていません。 

 

 

≪ 記事一覧 ≫ 

 

 第 4 回総会開催 

 現場からの報告-高橋宗瑠氏 

 第３回人材育成勉強会 

 第 4 回人材育成勉強会 

 佐藤書記 FAFICS Vice-President 

 会員短信：著書紹介 

 お知らせ： 

第５回年次総会のご案内 

会費納入のお願い 

 

AFICS-JAPAN 
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積極的な活動のための検討・協議９回実施 

  ● 第 43 回 FAFICS Council（元国際公務員協会連合会）  

出席-伊勢会長 

  ● UNJSPF（国連合同職員年金基金）による年金セミナー(東京ー

名古屋ー大阪 ビデオ電話接続)の開催 

  ● 人材育成支援のための勉強会開催第 1 回、第２回開催 

  ● 会員のための活動ニーズ・アンケート調査実施 

  ● 国連大学と UNU ライブラリー利用協定締結 

 

 第 2 号議案 2014 年収支決算報告は佐藤純子書記が報告、久山監

査役の監査報告書が提出され、原案通り承認された。  

 第 3 号議案 2015 年事業計画案及び予算案は、伊勢会長から事業

計画案の説明がなされ、佐藤書記が 2015 年予算案の説明を行い、原

案通り承認された。2015 年のおもな活動計画は以下のとおり： 

 執行委員会による組織運営のための企画、実施、渉外、情

報収集、経常事務など 

 会員ニーズへの対応 

 広報としてニュースレター年２回発行とウエブ・サイトの充実 

 会員のための勉強会や説明会の開催 

 社会貢献のために人材ロスターの立ち上げ 

 

 第２部 現場からの報告は、高橋宗瑠氏が「占領地における人権モニタリング：パレスチナ」について講演を行った。

パレスチナ地域の人権問題は、われわれ元国連職員にとっても啓発的な内容で、明石氏や緒方氏からも相次いで

質問が出された。(高橋氏の「現場からの報告」の概要は以下別記事) 

 第３部 懇親会は、元国連難民高等弁務官・元国際協力機構理事長の緒方貞子氏が乾杯の挨拶に立ち、

AFICS-J は多様な国際機関で多様な経験をしてきた元国連職員の集まりであるから、国際社会のこと日本のこと

を考え、行動することはとても意義深いことであり、今後も AFICS-J が活かされていくことを期待したいと述べて、乾杯

の音頭を取った。その後メンバーは思い思いのテーブルに着席して和やかに歓談、引き続き高橋氏とも意見交換を行

うなど交流・親睦を深めた。 
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≪現場からの報告≫ 

【占領地における人権モニタリング：パレスチナ】 

高橋宗瑠講師 

元 OHCHR パレスチナ被占領地区副代表 
 

 高橋氏は JPO を経て国連の競争試験に合格した後、ウイーンの国連

薬物犯罪事務所（UNODC）に６年ほど勤務の後、念願の OHCHR

のパレスチナ事務所副代表に就任、2014 年 5 月末まで務めた。その

後、現在の所属先であるロンドンに本部がある Business and 

Human Rights Resource Centre（ビジネス・人権資料センター）

の日本代表を務めている。 
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講演は用意したスライドを中心に、パレスチナ入植地の状況、イスラエル

軍や入植者による暴行、資源の略奪（地下水）、家屋の破壊、ガザ

の経済封鎖や交戦中の人道法違反（OCHA の統計）などを上げな

がら、パレスチナの占領問題が、人道的危機ではなく人権の危機である

ことを訴えた。また、パレスチナ問題は、大国（特にアメリカ）の利権が

複雑に絡んでおり、中東カルテットを構成する国連の和平活動も政治

性によって強い制約を受け長期混迷を続けている。 

イスラエル・パレスチナ人権モニタリングの立ち上げについて、1996 年の

オスロ合意で設立された当初 OHCHR パレスチナ事務所には、人権モ

ニタリングがマンデートに入っていなかった。2008 年末から 2009 年に

かけてのイスラエルの大規模な軍事侵攻により、人権理事会が特別セッ

ションを開き、その折に本来は当然やらなければいけない人権モニタリン

グを行う決議が 2009 年に採択された。また、当初はイスラエル側の人

権侵害をモニタリングすることが求められていたが、当時の高等弁務官が

イスラエル側及びパレスチナ側の両側の人権侵害を追求することを強く

主張した。 

高橋氏は、一番ひどい人権侵害の全ての根幹にあるのは “impunity” であると強調した。人権侵害をしてもイスラ

エル兵士、入植者のだれもが責任を問われないことである。それには政治的状況が背景にある。イスラエルを庇うアメ

リカの存在が大きく、また安保理では何一つ効果的なことができない状況である。最近ようやく、それが弱まるきざしが

出てきた。2012 年の国連総会で、パレスチナが「non-Member entity」から「non-Member State」に格上げ

する決議が採択された。国際条約に加盟し、また ICC にも加盟したことによって、イスラエルの責任が追求されるよう

になれば良いと期待している、と結んだ。  

参加者からの質問の中で、オバマ政権下でイスラエルに対するアメリカの態度が少し変化しているようであるがと聞か

れ、高橋氏はインシャーラ（そうであれば良い）と答えた。アメリカの主要メディアは未だにイスラエルに肩を持つ論調

があり、一般市民のイスラエルに対する批判的な考えとは隔たりがある。それが政治に反映されるようになるのにどのく

らいかかるのかと考えている。続いて開かれた懇親会でも高橋氏との意見交換が続いた。 

(記録：宮地節子書記) 

高橋宗瑠氏プロフィール 

早稲田大学卒、英国エセックス

大学院にて法学修士号（国際人

権法）取得。アムネスティ・イ

ンターナショナルの日本支部及

び国際事務局（ロンドン）で勤

務後、ジュネーブなどを経て

2009 年 3 月より 2014 年 5月ま

で国連人権高等弁務官事務所パ

レスチナ副代表を務める、2014

年 6 月より英国の国際人権

NGO、ビジネス・人権資料センタ

ー日本代表。 

(ヒューマンライツ・ナウ HP よ

り引用)  
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≪第 3 回人材育成勉強会≫ 

【日本人国際公務員増強方針について】 

岸本康雄講師 

人事院人材局研修推進課長 

 
 第 3 回人材育成勉強会は、2015 年 4 月 17 日会員 12 名の参

加のもと、「日本人国際公務員の増強方針について」というテーマで人事

院人材局研修推進課長の岸本康雄氏が講演し、質疑応答を行った。 

 岸本氏は、この勉強会での発言は自身の経験に基づくものであり、日

本政府の見解を述べるものではないことをことわってから、2006 年－

2009 年まで国際連合日本代表部に勤務された経験を踏まえた報告

を行った。先ず、日本の国家公務員制度と国際機関での人事制度を比

較しながら、国際公務員のキャリア・パスを ①国際機関での継続的キャ

リア構築型、②国家公務員からのキャリア構築型、③グローバル企業、

学会等からの転身型に分類できるとした。 

現状と課題（資料：国連機関に勤務する邦人職員数） 

• 日本の財政的・人的貢献が低下している。日本の国連への分担金率

は 2013 年には 10.833％であったが、今年秋の分担率交渉を経て

2015 年以降は一桁台に低下することが見込まれる。国連事務局の地

理的配分ポストに就く日本人職員は、2003 年には 112 名在籍してい

たが、10 年後の 2013 年には 88 名に減少している。日本人職員の定

年に伴う入れ替えがうまくいっていない。 

•派遣者が最多の 2002 年には 66 名の JPO が国際機関に派遣されていたが、ODA 予算の削減により、2011 年

は 25 名、2012 年は 30 名とここ数年間、低水準にある。 

•インターンについても、2010 年から 2011 年に国連事務局でインターンを経験した日本人は 33 名で、国別順位で

は 27 位。 

 

 

岸本康雄氏 プロフィール 

横浜国立大学卒、1993年人事院

入省、1998年アジア太平洋セン

ター、2006年国連代表部人事担

当書記官、帰国後給与局企画官

などを経て、2013年公務員研修

所教務部長・教授、2015年 4月

より現職 
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国家公務員をめぐる課題 

•年金の受給開始年齢が 65 歳へと段階的に引き上げられ、また従来から「天下り」とよばれている民間企業等への

再就職の組織的斡旋が禁止されたことから、幹部職員でも定年まで在職するなど、国家公務員としての在職期間

が長期化している。 

•公務の働き方が厳しいといった事情もあり、人材確保の困難性がある。たとえば、女性の雇用拡大が求められるが、

地方職、技術職に就いている女性は少ない。 

•処遇の現状と意識変化により、国家公務員試験の受験者数が大幅に減少している。待遇は民間大企業と比べ

低い。 

国際公務員の政治任用 

•IAEA 事務局長（天野之弥氏）、IMO 事務局長（関水康司氏）等の幹部職員のキャリア・パス例を紹介。 

省庁間協力の課題（定員、予算、人事・組織管理） 

•5 年で国家公務員の定員を 1 割削減させる計画が継続中であり、26 年度の国家公務員の定員は 297,138 人。 

•定員削減の一方で各府省及び内閣としての行政需要は増大しており、国内外の他機関へ派遣させる人的余裕

に乏しい。 

•組織のローテーション方式で人材育成を行う方法の違いから、国際機関に人的貢献ができる専門家人材が少ない。 

国際公務員の増強方針と課題 

•安倍政権はグローバルな課題を解決する目的で、外交方針として「女性」、「人権」、「軍縮・不拡散」、「気候変

動」、｢中東情勢｣を主要な事業内容として決定。 

•政府は 2025 年までに国際機関の日本人職員数 1,000 人達成を目指す。 

•安倍政権下に創設され、幹部職員人事を一元的に行う「内閣人事局」が、国際機関への人材登用に一定の役

割を果たして貰うことも考えられるのではないか。 

(記録：横山和子人材育成担当) 
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≪第４回人材育成勉強会≫ 

【国連における日本人幹部候補生養成制度の提案】 

提案者：AFICS-J 千田亨氏  
 

 

 第４回人材育成勉強会は 2015 年 6 月 1 日国際文化会館セミ

ナー室で開催され、会員 12 名の参加があった。この勉強会は、会員

の千田享氏が WHO での自身の経験を通して強調している国連にお

ける日本人幹部職員養成制度の必要性をテーマに AFICS－J の役

割について討論した。 

 冒頭、千田氏が「国連における日本のリプレゼンテーション強化に関

する提案」に基づいて問題提起を行った。日本外交の基本方針は国

連中心主義を標榜しているにもかかわらず、国連組織での日本のリプレゼンテーションは低く、日本が人材面から充

分な協力を行っているとは言えない。邦人職員の数および質において充分な活動が行えるよう、これから国連機関で

働こうとする人材の養成ならびに現職の邦人職員の後方支援のための施策が必要であることを強調した。 

 具体的な施策としては、①国連幹部候補生養成制度の設立、②国連を目指す若い世代への基礎コースの設置、

③国連に在職する邦人職員の後方支援の３つを提案した。特に①の幹部候補生養成では、中央省庁、地方自

治体、民間などから 10 年以上の職務経験を持った国際志向の候補者を公募し、国連組織の設立理念や制度は

言うまでもなく、専門性と業務遂行など組織が求める能力を開発訓練する制度を構築する。制度の実施に当たって

は、外務省の助成金を原資として適切な教育訓練機関に委託することを前提に、AFICS-J が運営に関わるよう提

案した。 

 その後、出席者からそれぞれ貴重な意見が出され、活発な議論が行われた。中でも、多様な経験を積んだ会員を

抱える AFICS-Japan が制度構築の取組に貢献するのは有意義である、一方現行の AFICS-J 体制では事業推

進能力に限界があるとの意見があった。また、外務省の国際人事センターの強化の必要性を強調する意見があった

が、それに対しては期待的意見と悲観的意見が相対した。さらに、若者の人材育成支援に関して、日本では長期

安定雇用が一般的な理解になっている就職状況の中で、日本の若者たちは、空席応募と契約更新を前提とした

国連のキャリア・パスをどうとらえて行くのかという疑問が指摘された。最後に伊勢会長から、AFICS-J の課題は、国際
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的に活躍できる人材をつくることで、その中に国連も入るとの発言があった。今回の勉強会を第一段階と位置付け、

具体的なことはこれから行っていくと結んだ。 

 今後はタスクフォース／小委員会を立ち上げてさらに検討を続けて行くこととして、メンバーは千田享氏、久山純弘

氏、北谷勝秀氏、山本和氏にお願いすることになった。 

(記録：宮地節子書記) 

 

佐藤純子書記、FAFICS Vice-President に選出！ 

7 月 27－29 日にジュネーブで開催された FAFICS Council （元国際公務員協会連合会総会）に出席していた

AFICS-J の佐藤純子書記が Vice-President に選ばれた。（FAFICS ジュネーブ会議の詳細報告は次号にて） 

ジュネーブ会議では、バングラデッシュの A. Hussain 副会長の任期満了にともない、L. Saputelli 会長からアジア地

域を代表する国からの立候補が求められていたところ、AFICS-J が推薦した佐藤書記が選出され、それぞれの地域

を代表する 7 人の FAFICS 副会長の一人となった。FAFICS 役員の任期は 1 年で、最長 4 年まで継続することが

できる。今後、佐藤書記は AFICS-J 代表だけでなく、副会長として年 2 回の FAFICS 会議に出席することになる。 

佐藤純子書記の略歴：1971 年東京女子大学卒、1979 年ロングアイランド大学図書館学修士、1980 年から

2008 年まで国連ダグ・ハマーショルド図書館勤務、現在は早稲田大学大学院アジア太平洋研究科非常勤講師 

 

 

 

 ※今号から新たに「会員短信」というコーナーを作りました。会員の著書紹介（2014年以降の出版）、社会的活

動の案内、近況報告など会員間の情報交換に使ってください。ただし掲載と編集の判断は、公共性にもとづいて編

集長が行います。投稿をお待ちしています。 

《会員の著書紹介》 

●植木安弘著、「国連広報官に学ぶ問題解決力の磨き方」、祥伝社新書：上智大教授、元国連本部広報局

広報官 

●服部英二編著、「未来世代の権利－地球倫理の先覚者 J.Y.クスト」藤原書店：元ユネスコ主席広報官・文

化事業部長・事務局長顧問 

※会員短信 
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 第５回年次総会のご案内： 

 2016 年 3 月 25 日（金）於国際文化会館、午後 5 時半から 

今から予定表に記入しておかれるようお願いします。  

 会費納入のお願い： 

 年会費（５千円）の納入期限は毎年 12 月末です。 

三菱東京 UFJ 銀行麹町支店 （店番 616） 普通預金  

口座番号 ０１１８６４３  

口座名義： AFICS-Japan  会計 山本和  

（アフィクス ジャパン ヤマモト カノウ） 

☆前年度会費未納の方は、その分も合わせてお振込みください。 

お知らせ 

 

 

発行： 国連システム元国際公務員日本

協会 (AFICS-Japan)執行委員会 

Email: afics.japan@gmail.com 

Web: www.afics-japan.org 

 

≪国連人≫ 

ある時コフィ・アナン事務総長が、ニ

ューヨーク在勤の国連機関スタッフを

総会場に集めて、所信表明を行った。

中でもスタッフ採用のジェンダーバラ

ンスに関する話は国連らしい勇断だ。

すなわち、世界人口の半分は女性であ

るのに、国連スタッフの男女比は半々

ではない。だから今後、新規採用・昇

格にあたって、能力が同じと判定され

たキャンディデートでは、男女比が同

じになるまで、女性を優先する。 

国連という職場は、優秀な女性が思い

っきり働けるところである。大学で教

鞭をとるようになって、学生たちに

「3つのアドバンテージ」を生かして

国連を目指せと言い続けている。①女

性、②日本人、③若さ。（編集子） 
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